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税制改正による各世代の税負担への影響
　　　　、一1987～99年度の税制改正による影響一
浅羽　隆　史
　　　　　　　　　　　　　【要　旨】
　所得課税の減税や消費税の導入など、1987～99年度に行なわれた多くの
税制改正について、世代会計を応用したモデルを作成し、各世代の税負担
に与える影響を推計した。
　推計結果から、税制改正が同一時点における年齢階層別の税負担格差を
縮小したことが確認された。しかし、各世代の生涯税負担をみると、まだ
生まれていない将来世代を含む若年層の税負担をより重くする一方、現在
の高齢層の税負担を軽減し、世代問の負担格差を拡大する役割を果たした
ことがわかる．ただし、負担格差拡大の要因は、減税政策にあったことも
明らかになった。主に所得課税のウェイトを軽減し消費課税のウェイトを
高めた税収構成の変化だけを抽出すると、世代間の負担格差縮小に貢献し
たという推計結果が得られた。当初想定していた税収中立下での税制改正
が続けられていたら、世代間の負担格差は縮小していたと考えられる5
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序　問題意識と研究対象
（1）問題意識
　税制の変更は、同一世代内の負担構成を変えるだけでなく、各世代の税
負担額にも影響を及ぼす。税体系を考える際、世代内の公平性などのほか、
各世代の税負担の公平性も重要なポイントである。とくに、少子・高齢化
の進展により年齢構成がアンバランスなうえ、今後の財政需要の高まりか
ら必要とされる税収額の拡大が予想される状況では、後世代の負担を無視
すべきではない。
　こうした問題意識自体は、それほど特殊なものではない。たとえば、政
府税制調査会の答申（Dでは、「世代間の公平を確保することが極めて重要
であり、現世代は、後世代の負担に対して従来以上に配慮していくことが
求められます」としている。
　しかし、そもそも各世代の一人（あるいは一世帯）あたりの税負担につ
いて、今後の負担額はもちろん現在の年間負担額すら明確ではない。上記
答申には、課税ベースごとのメリットやデメリットが示されている。消費
課税をみると、メリットとして「世代間の公平の確保に資する」となって
いる。確かに、年齢階層別にみた消費支出額の差が所得課税に比べ小さい
ことから、ある一時点の税負担については消費課税の方が差は小さいと容
易に想像できる。しかし、r世代間の公平」という場合、ある一時点の税
負担の多寡のみで議論しては不十分であり、それぞれの世代が生涯を通じ
て負担する税額で考える必要がある。だが、税目や課税ベースの違いによ
り今後の各世代の税負担総額にどの程度の差があるか、それを実証した先
行研究はほとんどない。そのため、消費課税がここでいう意味における世
代間の公平に資する課税方法か定かではない。
（2）研究対象
1980年代終盤から90年代にかけて、日本の税制は大きく変化した。所得
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税・住民税の税率構造の見直しや減税、法人所得課税の課税ベース拡大と
税率引き下げ、消費税・地方消費税の導入など大きな改正が行なわれた。
本研究では、一連の税制改正が各世代の税負担に与えた影響を検証する。
そして、今後の税制改正論議に際し、本研究が重要な参考資料のひとつと
なることを意図している。
　本研究では具体的に、1987～99年度に実施されたさまざまな税制改正に
よる各世代の税負担への影響を、次の5点に注目してシミュレーションを
行なった。
　OI987～99年度の各年度の世帯主年齢階層別にみた各税目の税負担の推移
　○各世代が1987～99年度に負担した税の累計額
　○上記について、1987～99年度の税制改正による影響分
　○各世代の今後の税負担累計額
　○上記について、1987～99年度の税制改正による影響分
　本研究について、留意すべき点が3つある。第一に、あくまで各世代へ
の影響が対象であり、世代内の問題に言及しないので、これだけで税制の
あるべき姿を明示できないことである。第二に、税負担以外に言及してい
ない点である。たとえば、社会保険の公費負担割合を引き上げた場合、社
会保険料の年齢別負担構成と税収の構成は異なるはずである。第三は、将
来像が前提条件次第で変化することである。とくに人口構成の変化の影響
が大きく、本研究で示した推計結果は今後の出生率次第で変化する。
1．分析の枠組み
（1）分析モデル
　本研究の分析モデルは、同時期に異なる経済行動をする複数の世代の存
在を想定した重複世代モデルを基本としている。重複世代モデルの財政分
野への応用例としては、各世代の財政を通じた生涯負担総額と生涯受益総
額に着目した世代会計がある（2）。しかし、世代会計を推計すると、社会保
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険制度、なかでも公的年金の負担と受益が各世代で大きくバランスを欠い
ているため、税制変更による各世代への影響は相対的に小さくなってしま
う。また、生涯の負担と受益が焦点のため過去の負担をすべて把握しなけ
ればならないが、技術的な問題から詳細な設定は困難である。そこで本研
究では、税制改正の有無によって各世代の税負担がどう変化するかという
点に焦点をあてたモデル設計を行なっている。
　本研究では、重複世代モデルを応用して各世代の税負担額を検証するた
め、次のような設定を行なっている。まず、各時点の年齢階層を、統計上
の制約から世帯主年齢によって5歳ごとに10階層とし、24歳以下と65歳以
上は集約する。ただし、最終的な税負担累計額を算出する際は、一定の前
提のもとで1歳刻みとする。推計期間は、基準時点を2000年度として、過
去分については1987～99年度を将来分については2000～90年度までを推計
の対象とする。推計単位は1年度としている（3）。
　税目は、国税一般会計19税目、国税地方譲与税・特別会計10税目、道府
県税12税目、市町村税8税目の現行全49税目について推計している。ただ
し、特定の自治体のみ課されている税は「その他」に集約している。また、
所得税のように、ひとつの税目のなかで利子所得等への課税とその他の所
得への課税というように課税ベースが明確に分かれる場合は、それぞれ推
計している．そして、法人課税を含むすべての税について、何らかの形で
家計が負担すると仮定している（4）。
　さらに、将来の各年度に必要な税負担累計額については、後述のように
各種の前提条件からシミュレーション等により算出している。
（2）推計方法
　各世代の一世帯あたり税負担累計額の推計方法をまとめてみる。なお、
数式の変数は次の通りである。
　T　a＝各年度の税収・必要な税収（総税収、a＝年度、1987、1988、
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　　　　・…　、2090）
　t　k＝各税目の税収（k＝1、2、・…　　、49）
　αi＝按分配分基準値（i＝年齢階層、1、2、・…　　、10）
　βi＝年齢階層別世帯主人口
　τi＝一世帯あたり税負担額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぜ　　Xk＝ある税目の総税収に占める構成比（Σx、、kニ1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　たニロ　L　n＝各世代の一世帯あたり税負担累計額（n＝2000年度における世帯
　　　主年齢、▲15、▲14、・…　　、75）
①1987～99年度分
　まず、各税目について、各年度における世帯主年齢階層別一世帯あたり
の年間税負担額を算出する。その際、はじめに各種統計から、各税目に年
齢階層別按分配分基準値を設定する。たとえば、所得税（利子分）であれ
ば一世帯あたりの貯蓄残高（金融機関）、たばこ税であれば一世帯あたり
のたばこ購入金額である（図表1）。なお、この年齢階層別按分配分基準
値は年齢階層間の相対関係が必要なので、その単位等に意味はない。
　この年齢階層別按分配分基準値に、各年齢階層別の世帯主人口を乗じる。
そして、その合計に占める各年齢階層の構成比を算出する。そうして得ら
れた各年齢階層の構成比に各税目の税収を乗じて、世帯主年齢階層ごとの
税目別負担総額が導出される。最後に年齢階層ごとに、世帯主人口で除す
ことにより、年齢階層別にみた一世帯あたりの各税目の負担額が得られる。
すなわち、
　　　　　　　　　　　　　　　ロτa、i，k一（（（αa、i、k×β鳳i）／（Σ（α、、i×β嵐、）））×t嵐k）／β紘i
　　　　　　　　　　　　　I。f＝1
　　　　一（α、、i、k×t、、k）／（Σ（α鳳i×β嵐i））
　　　　　　　　　　　　　f　i】
となる。この推計を全49税目について行ない、1987～99の各年度で次のよ
うに集計する。
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図表1　各税目按分配分基準値
税　　　　目 按分配分基準値
所得税（利子分除‘）
　　個人事業税
家計調査年報の勤労所得税
※無職者世帯以外の非勤労者世帯を勤労者世
帯と同一と仮定し、それに無職者世帯を加重
平均し全世帯とする（加重平均は家計調査年
報の世帯属性による）
　　　個人住民税
（道府県民税は利子分除く）
家計調査年報の個人住民税
※属性の調整は所得税と同じ
　所得税（利子割）
道府県民税（利子割）
貯蓄動向調査の貯蓄残高（金融機関）
　　法人税
　法人特別税
　法人事業税
　事業所税
法人道府県民税
法人市町村民税
要素所得（うち65％は賃金抑制分、35％は配
当抑制分）と価格転嫁に50％ずつ転嫁すると
仮定　価格転嫁分（全体の50％）：家計調査年
報の102－981消費支出賃金抑制分（同32．5％）：
年齢階層別に家計調査年報の勤め先収入に民
間職員の構成比率を乗じる　配当抑制分（同
17．5％）：貯蓄動向調査の有価証券保有残高
消費税・地方消費税 家計調査年報の消費支出
特別地方消費税 家計調査年報の一般外食金額＋宿泊料
自動車税・軽自動車税
　　自動車重量税
家計調査年報の自動車保険料（自賠責）
自動車取得税 家計調査年報の自動車購入金額
　たばこ税・たばこ特別税・
道府県たばこ税・市町村たばこ税 家計調査年報のたばこ購入金額
酒税 家計調査年報の酒類購入金額
揮発油税・地方道路税
石油ガス税・軽油引取税
家計調査年報のガソリン購入金額
航空機燃料税 家計調査年報の航空運賃金額
石油税 家計調査年報の光熱・水道金額一上下水道料
ゴルフ場利用税 家計調査年報のスポーツ施設使用料
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税　　　　目 按分配分基準値
電源開発促進税 家計調査年報の電気代
とん税・特別とん税 家計調査年報の消費支出
固定資産税、同（特別分）
　　　都市計画税
　　特別土地保有税
　　　　地価税
法人分（全体の45％）：法人税等に同じ　家計
直接賃貸分（全体の5％）：家計調査年報の家
賃地代　家計直接持家分（全体の50％）：家計
調査年報の世帯主年齢階層別その他税（※属
性の調整は所得税と同じ）
不動産取得税 貯蓄動向調査における持家世帯の住宅建設時期（最新部分）の年齢階層別世帯数
相続税
人口統計資料集の性別各年齢階層別死亡率
（65歳以上は加重平均、24歳未満は20～24歳
を適用）と国勢調査報告の性別各年齢階層別
世帯主者数（各年齢階層の男女を加重平均）か
ら各世帯主年齢階層別死亡率を算定、貯蓄動
向調査の世帯主年齢階層別純貯蓄額に乗じる
関税・原油等関税 家計調査年報の消費支出
印紙収入
印紙税：貯蓄動向調査の貯蓄（金融機関）
その他印紙収入：家計調査年報のその他諸雑
費のその他
99年度廃止の有取税・取引所税 貯蓄動向調査の有価証券保有残高
89年度廃止の物品税・砂糖消費税・
　トランプ類税・通行税・入場税、
　　　　その他国税
家計調査年報の消費支出
その他道府県税
その他市町村税 家計調査年報の世帯人員数
（注）1　家計調査年報は、総務庁統計局『家計調査年報』日本統計協会
　　貯蓄動向調査は、総務庁統計局『貯蓄動向調査報告』日本統計協会
　　人口統計資料集は、国立社会保障・人口問題研究所r人口統計資料集』
　　国政調査報告は、総務庁統計局『国政調査報告』日本統計協会
　2　消費税等は地方譲与税分を含む
　　3　日本の相続税は、相続を受けた者が取得した財産の価額を課税物件とする遺産取得課
　　税方式が基本である。しかし本推計では、実質的な税負担者を死者と仮定している
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
Στ嵐i、k一Σ（（α徹i、k×t嵐k）／（Σ（α紘i×β駄i））
　κ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　κ二1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　星i1
　そして、GD　Pデフレーターを用いて各年度の割増現在価値を算出する。
そうして得られたものを、各コーホート（1歳刻み）ごとに負担額を集計
することにより、最終的に1987～99年度の各世代の一世帯あたり税負担累
計額が導出される。なお、5歳ごとの年齢階層別にみた各年度の税負担額
を1歳刻みのコーホートで集計するにあたり、次のような前提条件をおい
ている。つまり、各年齢階層の中間年齢（たとえば30～34歳では32歳）を
基準とし、それ以外の年齢の場合は前後の年齢階層の負担額に一定のウェ
イトを設定して組み込んでいる。たとえば年齢階層の最少年齢の場合、当
該年齢階層の負担額の3／5、ひとつ前の年齢階層の負担額の2／5を合計する。
　コーホートごとの集計を例示すると、2000年度現在40歳の場合は次の通
りである。
　　　　　ヨ　　　ロむ　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヰ　
L4。一ΣΣ（Στ198乳2k、Στ　2k×4／5＋Στ198歌3k×1／5、
　　　κ＝i　ε21　　　κ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　κ辞1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ん；1
　　　　ヰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　Στ198駄2k×3／5＋Στ198駄3k×2／5、・・…　、
　　　κ＝し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ斎1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヰ　　　　Στ199駄4k×3／5＋Στ　5k×2／5）
　　　κ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ＝1
②将来分
　将来の各年度の必要税収額について、実績をベースにするものと、1987
～99年度の税制改正がなかったと仮定した場合を、後述のように一定の前
提条件をおいて推計し、その割引現在価値を算出する。そうして得られた
税収額を年度ごとに49税目に割り振る。つまり、
　ta、kニTa×Xa、k
である．各税目の税収全体に占める比率については、これまでの実績にも
とづく場合は99年度のもの、税制改正がなかったと仮定した場合には87年
度のものとする。
　次に、各税目について、各年度における世帯主年齢階層別一世帯あたり
の年間税負担額を算出する。その際、各税目に年齢階層別按分配分基準値
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を設定するのは1987～99年度分と同様である。ここで、一世帯あたりの年
齢階層別のライフスタイル等は年齢階層間の相対関係において不変と仮定
し、按分配分基準値は99年度のものを用いる（年齢階層間の相対関係が必
要なので、物価上昇等の影響は無視できる）。つまり、
　αa、i＝αa、i
である。ここから、各コーホート（1歳刻み）ごとに負担額を集計し、最
終的に今後の各世代の一世帯あたり税負担累計額を算出するまで、手法は
1987～99年度分と同じである。
　コーホートごとの集計を例示すると、2000年度に20歳の場合は以下の通
りである。
　　　　　　　　こロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イコ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヰヨ
L2。一ΣΣ（Στ2＿k×3／5、Στ2。。1、1k×4／5、Στ2。。臥1k、Στ2。。歌lk
　　　κ；1　犀i　l　　　κ≡】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κi　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κi　E　　　　　　　　　　　　　　κ；1
　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヰ　　　　×4／5＋Στ2。。歌2k×1／5、・・…　、Στ2。5臥1。k）
　　　　　　κi　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ；1
この他、将来生まれる世代については、2010年度に生まれる世代の場合、
次のようになる。
　　　　　　　　　ロ　　　　　　ぬ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ペ　
L▲1。一ΣΣ（Στ2。3駄1k×3／5、Στ2。31、lk×4／5、Στ2。3鉱1k、
　　　　κ＝1　8i　l　　　んi　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κi　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ＝】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　Στ＿k、×4／5＋Στ2。3歌2k×1／5、・・…　、Στ2。8臥1。k）
　　　　κ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κi1
2．1987～99年度の世帯主年齢階層別税負担額の推移
（1）税収と一世帯あたり税負担額の推移
　1987～99年度の国税と地方税を合計した税収総額の推移をみると、91年
度と97年度をピークとして二度の循環が確認される。第一のピークの91年
度に税収総額は98．3兆円に達している。その後、94年度の96．5兆円を底と
して再び増加するが、第二のピークの97年度では、9L8兆円にとどまる。
以降、再び減少に転じ99年度には84．0兆円となった。
　税収総額の増減の主たる要因は、所得税や住民税、法人税や法人事業税
などの所得課税である。この背景には、いわゆるバブル景気による所得の
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増加と、その後の景気の低迷や減税などがある。また、90年度に2．1兆円
の税収があった有価証券取引税が、その後廃止されたことも大きい。一方、
所得税などの減税とセットの形で導入・税率上げされた消費税や地方消費
税は増収要因となっているが、90年代における所得課税全体の減収額を上
回るものではない。主要税目のなかでは、固定資産税が底堅い伸びを示し
ている。これは、地価の下落という減収要因よりも、評価の適正化という
増収要因が上回っているからである。
　税収総額が低調に推移する一方、世帯数は増加を続けた（図表2）。世
帯数増加の要因は、人口の増加と一世帯あたりの世帯人員の減少であっ
た（5）。90年代における税収総額の低迷と世帯数の増加から、一世帯あたり
の平均税収総額の減少は著しい。91年度には258万円だったのが、99年度
までに197万円と24％低下し、4分の3の水準になった。
図表2　世帯数の推移と一世帯あたり税収総額の推移
（万円）
350
300
250
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一世帯あたり
税額（左目盛）
世帯数（右目盛）
（万世帯）
4500
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3500
3000
2500
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1500
0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　198788　89　90　91　92　93　94　95　96　97　98　99（年度〉
（資料）国立社会保障・人口問題研究所編r人口統計資料集』等により作成
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　（2）年齢階層別一世帯あたり年間税負担額
①1999年度
　世帯主年齢階層別にみた一世帯あたりの各年度の税負担額について、前
章で示したモデルを用いて推計した。まず、99年度の世帯主年齢階層別に
みた一世帯あたり年間税負担額を税目別に推計した結果をみる。
　本推計では、すべての税について、最終的に家計が負担すると仮定して
いるため、税収総額を世帯数で除したものが一世帯あたりの年問税負担額
となる。そのため、99年度は先にみたように平均197万円である。ちなみ
に、99年度の税収総額の26．1％が法人媒介分であると推計され、法人媒介
分を除く一世帯あたり税負担額は145万円である（6）。
　年齢階層別の税負担の推計額をみてみよう（図表3）。これによると、
世帯主が若年層から50歳代まで年齢が上になるほど税負担額は大きくなり、
50歳代以降は逆に小さくなる。税負担のピークは50歳代前半であり、年間
270万円である。50歳代と若年層における負担額の差は大きく、世帯主年
齢50歳代前半と20歳代前半で2．4倍の差がある。
　年齢階層ごとに、税負担の内訳を課税ベース単位でみてみよう。まず20
代などの若年層では、税負担全体に占める消費課税のウェイトの高さが目
立つ。20歳代前半では、税負担の46．9％を消費課税が占めている。消費課
税の特徴として、年齢階層による税負担額の差が他の課税ベースに比べか
なり小さいことがあげられる。そのため、全体として税負担の少ない若年
層において消費課税の占める比率が高くなっている。50歳代になると、個
人所得課税のウェイトが高くなっている。もっとも個人所得課税の比率が
高い50歳代後半では、税負担額の39．3％を占めている。この背景には、キャ
リア形成や年功序列型賃金体系などがあると考えられる。高齢層の特徴は、
資産課税等のウェイトの高さである。これは、年齢階層が高くなるほど資
産を保有するという資産形成パターンに負うところが大きい。
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図表3　世帯主年齢階層別一世帯あたり年間税負担額
（歳）　個人法人　　消費　　資産等
一24
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30－34
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40－44
45－49
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　65一
22灘53ヨ171114
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45　　ミ
50　懸灘　72薩羅■36國229
53
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47
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（注）1．個人は個人所得課税、法人は法人所得課税、消費は消費課税、資産等は資産課税等
　2．1999年度名目額
②1987～99年度の推移と変化の要因
　世帯主年齢階層別にみた各年度の税負担総額の推移を追ってみよう（図
表4）。各年度とも、50歳代まで年齢階層が上がるとともに税負担が増し、
60歳代以降は減少する傾向に変化はない。また、いずれの年齢階層でも90
年度かあるいは91年度まで税負担が増加し、それ以降は減少する傾向にあ
る点も変わりはない。
　しかし、増加率や減少率をみると、年齢階層によってばらつきがある。
91年度を境にして2つの期間に分けてみてみよう（図表5）。87～91年度
の年度平均増加率が最も高いのは、40歳代前半である。一方、91～99年度
における年度平均減少率が最も高いのは50歳代前半で、40歳代前半の減少
率は平均を下回った。また、87年度と99年度を比べると、若年層と高齢層
はおおむね87年度の税負担額が大きいのに対して、30・40歳代では99年度
のほうが大きい。
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　こうした年齢階層による増加率・減少率の違いは、主要税目の影響度を
分析することである程度理解できる。まず高齢層と若年層について、他の
年齢階層よりも下落率が高かった原因をみてみよう。とくに91年度以降の
下落率が高いのは、高齢層については所得税、なかでも利子・配当課税の
減少による影響が大きい。法人税でみると、若年層と高齢層の下落率の高
さが目立つ。本推計では法人への課税について、価格転嫁と賃金の抑制、
そして配当の抑制によって個人の負担に帰着すると仮定している。若年層
については賃金の伸びが低かったこと、高齢層については配当抑制分の低
下が効いている。若年層については、他の年齢階層に比べ消費税・地方消
費税の伸びが高かったものの、世帯主年齢20歳代では所得税や法人税の減
少がまさった。
　30・40歳代の税負担の伸びが他の年齢階層より高かったのは、所得税な
どの減税による負担の軽減率が50歳代以上ほどではなかったこと、法人税
についてもともと高齢層より配当は少なく減税の影響が小さかったこと、
賃金が若年層よりも比較的堅調に推移したため減税による負担の軽減率が
それほど大きくなかったこと、などが原因としてあげられる。
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図表4世帯主年齢階層別一世帯あたり年間税負担額の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
世帯主年齢 198788 89 90 91 92 93 94 95 96 97 9899年度
力口重平均 208226240258258238231217219220221207197
一24歳 121 120142 139126 130119 115 114 126 123 119 ll4
25－29 155 155192 191 188174179159 161 166 166153152
30－34 169 217204210209189196 183187 192192 175176
35－39 188 238228243232218226205213219217197197
40－44 210236249266280254249230233248252227229
45－49 245262295323311 291283263265275272256251
50－54…騨 鑛婆
　　　』
奮騰 328332雛＄、 灘囎 響 露纏 翻 慧㈱ 翻緊 蹄醸i
55－59 272276292琶鑛 灘韮 307297282276281279281245
60－64 175 205207225224205205190 200205202189 178
65一 172 175196 205210190180174186 167 17ユ 160156
（注）1．
　　　2．
図表5
各年度の名目額
網がけは各年度でもっとも年間総税負担の高い年齢階層を示している
年齢階層別一世帯あたり税負担額の年度平均伸び率とその要因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ポイント）
世帯主
年齢
合　　計 所得税 法人税 消費税＋地方消費税 固定資産税
87－998㍗91i91の987－998791i91◎987－g98箔91ig1の987－9987－91i91－9987－ 987－91i91－99
一24歳 ▲0．5 12i▲13▲0．1 1，0i▲α6▲1．1 ▲α6i▲1，3L6 2，2i1，20．2 α3iα2
25－29▲0．1 aol▲a6▲0．2 a21▲13▲LO▲α5i▲L11．3 20iα80．2 α3iα2
30－34 0．3 55i▲z1▲0．0 23i▲1．1▲0．8 αoi▲1．01．3 2，0iα8 0．3 α4iα3
35－39 0．4 a31▲a・▲0．2 z・i▲12▲0．7 αli▲α9 1．3 20iα80．3 α4iα3
40－440．7 75i▲z5▲0．3 2．gi▲1．6▲0．6 α2i▲α91．3 1，glα8 0．4 α5iα3
45－490．2 ali▲z6▲0．3 2・6i▲1・7▲0．7 α1i▲α9 1．3 1，gi　O，8 0．3 α4iα2
50－54▲0．2 48i▲a5▲0．5 24i▲1£▲0．6 ▲α2i▲α7 L2 1，6iα8 0．2 α31α2
55－59▲0．9 5・8i▲40▲ ．5 a31▲23▲0．8 ▲α1i▲1つ 1．1 1£iα6 0．2 α4iαo
60－64 0．1 a4i▲z8▲0．3 a3i▲19▲0．7 α1i▲1，01．4 20iα90．4 α5iα3
65一 ▲0．8 52i▲37▲0．5 aoi▲L7▲0．7 02i▲1・11．3 L8iα90．5 021α6
（注）各年度の名目額の伸び率に基づくもの
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3．税制改正による1987～99年度の税負担累計額への影響
（1）世帯主年齢別にみた1987～99年度の税負担累計額
　前章で算出した各年度の年齢階層別税負担額をもとに、2000年度の世帯
主年齢ごとに1987～99年度の税負担累計額を算出した。その結果を比較す
ると、2000年度における世帯主年齢59歳がもっとも大きい（図表6）。世
帯主年齢59歳の一世帯あたり税負担累計額は、3，693万円（うち法人媒介
分が1，066万円）である。
　59歳までは年齢が上がるほど税負担累計額が増加し、59歳以降は徐々に
減少する。とくに世帯主年齢33歳まで急激に増加しているが、それは1987
～99年度における税負担期間の長短にある。33歳以上は、前章でみた各年
度の年齢階層別税負担のピーク（50歳代前半）前後に長期間いた世代ほど
税負担累計額が高くなっている。
　次に、1987～99年度の年齢別税負担累計額の内訳をみてみよう（図表7）。
若・高齢層では内訳の構成比が比較的類似しており、消費税と地方消費税
の占める比率が高い。50～60歳では、個人所得課税が占める比率が高い。
図表6　世帯主年齢別税負担額　（1987～99年度累計額）
4000
3500
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2500
2000
1500
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　0
（万円）
謝。
その他
212325272931333537394143454749515355575961636567697173ア5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（歳）
（注）　　2000年度を基準にGD　Pデフレーターで実質化したもの
　　　法人媒介分は、法人税など法人を介して個人が負担した分
　　　年齢は2000年度のもの
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図表7　世帯主年齢別税負担額と構成比率（1987～99年度累計額）
　　　　（単位：万円、％）
2000年度
　年齢 累計額
内　　訳 主要税目内訳
法人媒介分iその他 所得税i個人住民税i消費税i地方消費税i固定資産税
30歳 1，324（100）415（3L3）i909（6＆7）22 （叫103（7，8）i139（1α5）i　l1（α9）i121（91）
40歳 2，525（100）874（346）i1β51（6ε4）506（2α0）i235（甑3）i187（74）i14（α5）i209（＆3）
50歳 3，218（100）1倶3（32項9174（676〉778（242）i366（11ゆi229（乳1）i17（α5）i256（79〉
60歳 3，672（100）1加8（2＆5）i2β24（7L5）1価（2＆5）i491（134）i229（a2）i15（α4）i284（77）
70歳 2，738（100）838（3α6）11卿94）595（21のi234（＆5）i178（a5）i12（α4）i245（＆9）
80歳 2，321（100）734（31紛i1渇87（6＆4）3 3（148）i101（44）i161（70）i12（α5）i209（90）
（注）1．2000年度を基準にGD　Pデフレーターで実質化したもの
　　2　法人媒介分は、法人税など法人を介して個人が負担した分
　　3　個人住民税は個人道府県民税と個人市町村民税の合計額。消費税には地方譲与税
　　分、固定資産税には特例分を含む
　　4　カッコ内は各世帯主年齢の税負担累計額に占める比率
2000年度年齢60歳の一世帯あたり税負担累計額3，672万円のうち、所得税
と個人住民税の合計が41．9％を占める。
（2）税制改正の税収規模と税収構成への影響
　1987～99年度には、戦後例がないほど大きな改正が行なわれた。たとえ
ば、物品税を廃止し消費税を導入したこと、所得税や住民税の税率変更、
累進構造の簡素化、大規模な減税、法人税の課税ベースの拡大や相次ぐ税
率引き下げなどがあげられる。
　この間の税制改正の内容は、大きく2つに分けることができる。第一に、
税収規模の改正である。所得課税について、消費課税の増税分を上回る規
模で減税を行なったことなどがその代表例である。第二に、税収構成の改
正である。税収に占める所得課税のウェイトを低める一方、消費課税のウェ
イトを高めたことなどがあげられる。
　まず、税収規模への影響について、税制改正の累積的影響を検討してみ
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よう（7）（図表8）。たとえば、ある年に制度減税が行なわれると、その効
果は永続的なものである。一方、1年限りの特別減税は、制度上単に減税
があったということだけだが、税収に与える影響としては、特別減税の翌
年度には増税と同一の効果が生じる。
　推計結果によると、99年度における87年度からの税制改正の累積効果は
18．7兆円の減収にあたり、99年度の税収総額の22．3％に匹敵する。累積効
果の推移をみると、91年度までは毎年度約1兆円の減収効果が累増してい
た・その後93年度まで横ばいで推移した後、94年度に減収効果が急増する。
これは・94年度に所得税と住民税の制度減税と特別減税が同時に実施され
たことが大きい。97年度には特別減税の中止や消費税率の引き上げ、地方
消費税の導入などにより一時的に減収効果の累積額が急減する。しかしそ
の後は法人税率の引き下げや所得税・住民税の恒久的減税の実施などによ
り、減収効果が累増した。
　次に、税収構成の推移について、課税ベースの構成比をみてみよう。個
人所得課税は、いわゆるバブル景気にともなう所得の増加を背景に、減税
があったにもかかわらず90代初頭まで税収に占める比率は上昇した。しか
しその後の景気の低迷に加え、所得税や住民税の数次にわたる減税の影響
により、税収全体に占める比率は低下した。税収に占める比率は、ピーク
の91年度には39％だったが、99年度は29％と10ポイント低下している。法
人所得課税についても、ピークの88年度には税収全体の35％を占めていた
が、その後の景気低迷と税率の引き下げにより、99年度には21％まで低下
している。
　一方、消費課税は、景気低迷の影響を受けにくいという税の特性に加え、
消費税の導入・税率の引き上げおよび地方消費税の導入、課税ベースの拡
大などにより、税収に占める比率は上昇を続けている。87年度における税
収全体に占める比率は16％と法人所得課税や個人所得課税よりも小さかっ
たが、99年度までに15ポイント上昇し、法人所得課税や個人所得課税を上
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　　　　図表8　各年度の税制改正による税収への累積的影響
　　1糟）
　　　0　　　　1987　88　89　90　91　92　93　94　95　96　97　98　99　（年度）
　（注）1。2000年度を基準にGD　Pデフレーターで実質化したものを累積化。
　　　特別減税の廃止は税収への増加効果として算入している
　　　2．増減税の累積効果は、ここではすべてネット減収効果となっている。そのため、
　　　税制改正がなければ各年度ともこの累積効果分が税収実績に上乗せされること
　　　を示している
回っている。
（3）税制改正による影響
①1999年度
　ここでは、税制改正がなかったと仮定した場合について、各世代の税負
担の推計結果をみる。また、それを実績と比較することにより、税制改正
の影響を検証する。
　まず、99年度について、87年度からの税制改正がなかった場合の世帯主
年齢階層別の税負担額をみてみよう（図表9）。税制改正がなかった場合
の税負担額は、一世帯あたり平均233万円である。実績と比べ36万円多い。
これは、99年度の税負担実績の18．2％にあたる。
　年齢階層別にみると、50歳代前半の64万円を筆頭に、24歳以下の6万円
まで、税制改正がなかった場合には、実績よりも負担が増加していたこと
になる。しかし、年齢階層別にみると、税制改正による影響はかなり異なっ
ている。税制改正による税負担の軽減が大きかったのは、40歳代後半から
50歳代である。もっとも税負担の軽減率が大きい50歳代後半では、税制改
税制改正による各世代の税負担への影響（浅羽）（19）472
正がなければ実績よりも24．2％税負担が大きかったことになる。
　一方、若・高齢層にとって税制改正による税負担軽減効果は小さい。24
歳以下については、法人媒介分を除くと税制改正によって税負担はわずか
ながら増加したことになる。このように、若・高齢層に比べ40・50歳代に
税制改正の恩恵が厚いのは、所得水準が他の年齢階層よりも高く所得税や
住民税の軽減効果が大きかったこと、消費税・地方消費税が逆進性を有す
るため所得の大きさの割に増税効果は大きくなかったことなどが原因であ
る。
図表9　税制改正がなかった場合の世帯主年齢層別税負担額（1999年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円、％）
世帯主
年齢
税制改正
なし（a）
実績
（b）
　差
（c＝a－b） （c／b）
差の内訳 差の主要税目別内訳
法人媒介分iその他 所得税i個人住民税i法人税i消費税
加重平均 233 197 36 18．2 14　　　22 23　　　　　　14　　　　　　10　　　　　▲　24
一24歳 120 114 6 5．5 8　　▲1 11　　　4　　　　6　　　▲18
25－29 170 152 18 11．7 11　　　　7 17　　　7　　　8　　　▲20
30－34 203 176 27 154 14　　　13 21　　　11　　　10　　▲22
30－39 230 197 33 16．7 16　　　17 25　　　13　　　11　　▲24
40－44 272 229 43 18．7 17　　　25 31　　　　　　17　　　　　　　13　　　　　　▲　27
45－49 304 251 53 20．9 18　　　34 38　　22　　13　　▲30
50－54 335 270 64 ・23．8 19　　　46 45　　　　　26　　　　　14　　　　　▲　31
55－59 304 245 59 24．2 16　　　43 39　　25　　12　　▲27
60－64 203 178 25 14．3 13　　　13 16　　14　　　9　　▲24
65一 178 156 22 14．4 11　　　11 6　　　7　　　9　　▲21
（注）1・税制改正がなかった場合の税負担額から実績額を控除した一世帯あたりの税額
　　2　法人媒介分は、法人税など法人を介して個人が負担した分
　　3　個人住民税は個人道府県民税と個人市町村民税の合計。消費税には地方譲与税分、
　　固定資産税は特例分を含む
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②世帯主年齢別税負担累計額への影響
　次に、2000年度の世帯主年齢別にみた1987～99年度の一世帯あたり税負
担累計額について、税制改正の影響をみてみよう。
　推計結果によると、どの世代においても、税制改正によって税負担の累
計額は軽減されている（図表10）。もっとも税負担の軽減が大きかったの
は2000年度年齢58歳で、実績の税負担累計額は税制改正がなかった場合よ
りも432万円、10．5％少なかったことになる己このほか、40歳代後半から
60歳代初め頃まで税制改正による税負担累計額の軽減率が高い。これは、
個人所得課税の減税が90年代終盤でとくに大きかったことが効いている。
　一方、2000年度年齢30歳代以下や60歳代後半以上の世代では、比較的税
負担累増額の軽減率は高くない。これは、個人所得課税の減税の恩恵がそ
れほど大きくないこと、消費税・地方消費税の増税の影響が比較的大きい
ことなどが要因である。とくに高齢層については、90年代終盤における恒
久的減税の影響が限定的だったことが、それより下の世代よりも税制改正
による税負担累計額の軽減率の低さにつながった。
　本章の冒頭で触れたように、税制改正の内容は、大きく税収規模と税収
構成の2つに区別することができる。税制改正による各年齢の税負担への
影響を要因分解した（8）。
　推計結果によると、すべての世代において、税収の構成変化よりも規模
の変化（ネット減税）の方が、一世帯あたりの税負担累計額に与えた影響
は大きかった。そして、税収規模の変化によって、すべての世代で税負担
累計額を軽減した効果がみられる。10歳刻みでみて、税収規模の変化によ
る税負担累計額の軽減効果が最大比率なのは、2000年度年齢30歳の世代の
10．6％である。実額でみて最大の影響があったのは60歳の世代で、税制改
正がなかった場合よりも328万円累計額が軽減されたことになる。
　一方、税収構成の変化による影響は世代によって大きく異なる。たとえ
ば、2000年度の世帯主年齢30歳の世代では、もしも税制改正が税収構成の
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図表10　税制改正の有無・中身による世帯主年齢別税負担額の違い
　　　（1987～99年度累計）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円、％）
2000年度
　年齢
実績
（a）
税制改正
なし（b）
差a－b（＝c） 割合c／b
構成変化分i規模変化分 計 構成変化分i規模変化分 計
30歳 1，324 1，418 56　　▲150 ▲94 3．9　　▲10．6 ▲6£
40歳 2，525 2，755 8　　▲238 ▲230 0．3　　▲8。6 ▲84
50歳 3，218 3，549 ▲30　　▲301▲331 ▲0，8　　▲8，5 ▲9．3
60歳 3，672 4，090 ▲90　　▲328▲418 ▲2．2　　▲8，0 ▲10．2
70歳 2，738 2，914 52　　▲228 ▲176 L8　　▲7。8 ▲6．0
80歳 2，321 2，479 49　　▲207 ▲158 2，0　　▲8，3 ▲6！隻
（注）2000年度を基準にGDPデフレーターで実質化した一世帯あたりのもの
変化のみだったと仮定した場合、1987～99年度の累計税負担額が3．9％増
加していたと推計される。また、2000年度年齢70歳や80歳の高齢層でも、
税収構成の変化は税負担累計額を増やす効果を有していた。一方、50歳や
60歳では、税収構成の変化によってもそれぞれ0．8％、2．2％税負担の累計
額が軽減されていた。
　このように、税制改正の影響を規模と構成という2つの要因に分解する
と、1987～99年度の税制改正が各世代の税負担に与えた影響について、両
者が異なる意味をもっていたことがわかる。
4．今後の各世代の税負担に対する税制改正の影響
（1）将来像に関する前提条件
①主な前提条件
　今後の各世代の税負担を推計するには、はじめに税収など財政の将来像
を描く必要がある。その際の想定する前提条件は以下の通りである。
　まず、人口は97年に発表された厚生省人口問題研究所（当時）の中位推
計を用いている。それによると、総人口は長期的に減少傾向にあり、2090
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年には8000万人程度まで減少する。また、65歳以上人口比率は2050年頃ま
で上昇を続け、2050～70年頃の若干の低下をへて、以降は横ばいとなる（9）。
　経済条件については、主に公的年金の財政再計算（99年度）の前提条件
を利用している。名目GDPの伸びは、年率2．5％（ただし2001年度は1．0
％）である。名目利子率も年2．5％で、これを現在価値算定のための割引
率として用いる。
　将来の年問税収総額は、2000年度現在の税収総額に財政再建のための増
税分（自然増税分を含む）と社会保険の公費負担増加分（減少分）を加え
て算出する。このうち財政再建については、次のようなスケジュールを想
定している。フローの財政赤字（SNAベース、中央＋地方）について、
2001年度に実質的な財政再建を開始し、2010年度にGD　P比3．5％、2015
年度に3．0％となり、2020年度以降2．5％を維持するものとする（10）。そして、
財政再建は歳出抑制と増税（自然増税分を含む）により、半分ずつ行なう
ものとする。また、社会保険の公費負担増減分は税で対応するとしている。
公的年金については1999年度の財政再計算から、国庫負担2分の1に移行
するケースを利用している。介護保険については、旧厚生省による見通し
をもとに、以降高齢者人口の伸びに応じて増減すると仮定して算出し、医
療保険についても高齢者人口の伸びに応じて増減すると仮定している。
②将来の必要税収額
　上記のような前提条件のもと、将来の各年度における必要税収額を算出
し、2000年度の割引現在価値に直した結果が図表11である。まず、これま
での実績に基づく将来の必要税収額をみてみよう。それによると、2020年
度頃まで必要な税収総額は急速に増加する。2010年度までは、財政再建に
よる増加分が相当程度含まれるが、それ以降は公的年金など社会保険の公
費負担分の増加が主である。そして2020年度から50年度頃までは、ほぼ横
ばいで推移する。2050年度以降については、若干減少して推移する。ただ
し、総人口の減少ペースに比べると減少幅は小さい。総人口が減少するな
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か、必要な税収はそれほど低下しないのは、65歳以上人口比率が上昇し、
社会保険制度の公費負担分があまり減少しないことが大きい。
　一方、1987～99年度の税制改正がなかった場合の将来の必要税収額は、
実績に基づくものより2005年度頃まで大きいものの、その後は下回る。当
初の5年間が大きいのは、87年度以降の税制改正の累積効果がネット減税
だったため、税制改正がなかった場合の99年度の税収額が実績よりも大き
いことによる。しかし、税制改正がなかった場合には、実績に比べて財政
収支赤字や政府債務残高が小さいと推計される。そのため、財政再建にあ
たり実績に基づくものほど必要な税額は大きくなく、結果として増税幅も
小さくて済む。フローの財政再建が目標達成された後も、実績に基づくも
のに比べ政府債務残高が小さいため、それだけ金利負担は小さく、必要税
収額も少ない。
図表11　将来の必要税収額
（兆円）
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（注）2000年度基準の割引現在価値に直した金額
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（2）今後の年齢別税負担累計額
①実績に基づいた今後の税負担額
　第1章で示したモデルを用いて、世帯主年齢別にみた2000年度以降の一
世帯あたり税負担累計額を推計した。この税負担累計額は、今後の各年度
の税負担を世代ごとに2000年度の現在価値に直して累計したもので、これ
までの実績に基づくものと1987～99年度の税制改正がなかったと仮定した
場合を推計した（図表12）。
　ここではまず、2000年度現在における世帯主年齢別にみた、今後の一世
帯あたり税負担累計額の推計結果について、これまでの実績に基づくもの
をみてみよう。たとえば▲10歳（2010年度に生まれることを示す）の場合、
一世帯あたり累計19，091万円、30歳であれば12，544万円の税を今後負担す
ることになる。
　この推計結果の特徴は、現在の年齢が低いほど税負担の累計額は大きい
図表12　税制改正の有無・中身による年齢別税負担累計額の違い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円、％）
2000年度
　年齢
想定残存税
負担期間
実績
（a）
税制改正
なし（b）
差a－b（＝c） 割合c／b
構成変化分i規模変化分 計 構成変化磯模変化分 計
▲10歳 56年 19，091 18，200 ▲151i1魍2891 ▲α8i　57 4．9
0歳 56年 17，692 17，085 ▲138i745607 ▲α8i　44 3．6
10歳 56年 16，374 15，918 ▲981554456 ▲α6i　3、5 2．9
20歳 56年 15，086 14，741 ▲311376346 ▲02i　262．3
30歳 46年 12，544 12，409 ▲96i231135 ▲α8i　19 1．1
40歳 36年 9，609 9，593 ▲104i12116 ▲1．11　L3 0．2
50歳 26年 6，280 6，293 ▲25i　12▲12 ▲α4i　O。2▲0．2
60歳 16年 3，100 3，014 1061▲2086 3，5i▲α7 2．9
70歳 6年 1，040 1，058 39　　▲58▲18 3，7i▲55▲L7
（注）　　2000年度を基準にGDPデフレーターで実質化した一世帯あたりのもの
　　　年齢は世帯主年齢
税制改正による各世代の税負担への影響（浅羽）（25）466
ことである。このなかで、2000年度年齢21歳以上について年齢が高いほど
税負担の累計額が小さいのは、想定残存税負担期間の長短によって一定の
説明がつく・また、本推計では今後について2090年度まで推計しているた
め、▲11歳以下の世代については、生涯の税負担の累計額は算出できない。
本推計で税負担期間が同一なのは、2000年度年齢が▲10～20歳である。
　しかし、▲10～20歳の世代に限ったとしても、年齢が低いほど税負担累
計額は大きい。2000年度における年齢が低いほど税負担累計額が大きいの
は、まず世帯数の減少が原因である。また、2020年度頃まで必要税収額が
増加した後、2040年度頃まで横ばいを続け、その後漸減傾向をたどるもの
の、世帯数の減少ほどのペースではないことも大きい。そのため各年度の
一世帯あたりの必要税収額は増加し、後世代ほど負担が重くなりがちであ
る。
②1987～99年度の税制改正がなかった場合
　次に、1987～99年度の税制改正がなかったと仮定した場合について、世
帯主年齢別にみた今後の一世帯あたり税負担累計額の推計結果をみてみよ
う（図表12）。たとえば▲10歳の場合、税制改正がなかった場合には、今
後マ世帯あたり累計18，200万円、30歳であれば12，409万円の税を負担する
ことになる。
　世代別の推計結果をみると、実績に基づく場合と同様、現在の年齢が低
いほど税負担の累計額は大きい。たとえ想定残存税負担期間が同じであっ
ても、年齢が下であるほど累計の税負担額が大きい点も同じである。これ
は、世帯数の減少の影響が大きい。ただし、実績の場合よりも税負担累計
額の年齢別格差は小さい。この原因は、実績に基づく場合に比べ、21世紀
序盤の税負担の増加が小さいうえ、21世紀後半の必要税収額の減少が実績
に基づく場合よりも大きいことにある。
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（3）税制改正による影響と要因分解
　今後の各世代の税負担累計額について、これまでみた実績に基づく場合
と1987～99年度の税制改正がなかった場合を比較してみよう（図表12）。
　2000年度における世帯主年齢が42歳以下の世代は、税制改正によって今
後の税負担の累計額が増加したことになる。一方、43歳以上については、
世代により影響が異なる。43～51歳と69歳以上では、1987～99年度の税制
改正によって今後の税負担累計額は減少したことになる。一方、52～68歳
の世代では42歳以下の世代と同様、税制改正が今後の税負担の累計額を増
加する効果を有する。
　2000年度における世帯主年齢42歳以下の世代では、1987～99年度の税制
改正が、今後の税負担の累計額を年齢が下がるほど金額・比率ともに増大
する効果をもっている。本推計においてもっとも年齢の低い▲15歳では、
税制改正によって1，077万円、対実績推計比で5．4％税負担が増大すること
になる。また、52～68歳の世代のなかでは、61歳（対実績推計比2．9％）
の税負担の累計額が、税制改正によってもっとも増大する。今後の税負担
が対実績推計比でもっとも減少するのは、本推計の上限である2000年度年
齢75歳で1L6％の減少となる。
　過去の税負担累計額の場合と同様、今後の税負担累計額についても、税
制改正の中身を税収の構成変化と規模の変化に分解してみよう。推計結果
によると、まず税収の構成変化分では、2000年度年齢51歳以下の世代につ
いてすべて今後の税負担の累計額を軽減させる効果をもっていたことがわ
かる。年齢によって若干の違いはあるものの、税制改正がなかった場合の
税負担累計額との対比で1％程度、構成変化分によって税負担累計額を軽
減する効果が推計された。52歳以上の世代では、おおむね年齢が上がるほ
ど構成変化による増税効果が強くなり、税制改正がなかった場合の税負担
累計額より最大4．0％（60歳）税負担累計額を増加する効果を有している。
　一方、規模の変化分については、税収の構成変化分とほぼ正反対の効果
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が推計された。つまり、2000年度年齢52歳以下の世代では今後の税負担の
累計額を増加させる効果をもち、53歳以上の世代では減少させる効果が推
計された。世帯主年齢別にみた累計額の増加効果（税制改正がなかったと
仮定した場合との対比）では最大6．6％（▲15歳、1，232万円）、減少効果
では最大10．4％（75歳、25万円）となっている。
　1987～99年度の税制改正の中身のうち、42歳以下の世代では税収の構成
変化による減税効果よりも税収規模の変化による増税効果の方が、一世帯
あたり累計税負担に与えた影響は大きかった。しかも、その乖離は年齢が
下がるほど拡大する傾向にある。逆に、43～51歳の世代では、税収の構成
変化による減税効果の方が、税収規模の変化による増税効果よりも一世帯
あたり税負担累計額に与えた影響は大きかった。そのため、その世代では
今後の税負担の累計額が税制改正によって軽減されたことになる。
　2000年度年齢52～68歳の世代では、先にみたように1987～99年度の税制
改正が、今後の税負担の累計額を増加させる効果を有していた。その原因
は、税収の構成変化による税負担増加効果が、税収規模の変化による軽減
効果よりも大きかったことにある。69歳以上の世代では、税収の構成変化
による税負担増加効果よりも税収規模の変化による軽減効果の方が大ぎく、
その乖離は年齢が上がるほど拡大する。
5．税制改正が各世代の税負担全般に与えた影響
（1）過去と今後の税負担累計額
　これまで、2000年度世帯主年齢別の一世帯あたり税負担について、過去
と今後の累計額をそれぞれみてきた。ここではその両者を合算することに
より、1987～99年度の税制改正が各世代の税負担累計額に与えた影響を総
合的にみる。
　税制改正によって、過去と今後の税負担累計額に増加の効果があったの
は、2000年度年齢31歳以下の世代である（図表13）。年齢が下がるにつれ
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て、税負担累計額の増加効果は税額・割合ともに大きくなり、本研究の推
計下限年齢である▲15歳では税制改正がない場合の5．7％にあたる1，077万
円にのぼる。一方、32歳以上の世代では、過去と今後の税負担累計額に減
少の効果がみられる。税負担累計額の減少の効果は割合において年齢が上
がるほど大きくなり、本推計の上限年齢である75歳で6．6％の減少効果が
みられる。
　税制改正の中身を分解してみよう。まず、税収構成の変化分について、
2000年度年齢58歳以下では過去と今後の税負担累計額を減少させる効果が
みられる。その効果は年齢により若干のばらつきがあるものの、おおむね
税制改正がないと仮定した場合との対比で1％弱の水準にとどまっている。
59歳以上では、税収構成の変化では税負担累計額を増加させる効果がみら
れる。年齢が上がるほどその効果は大きくなる傾向にあり、最大2．4％
（72歳）の増加効果がある。
図表13　過去と今後の年齢別税負担累計額の差異の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円、％）
2000年度
年齢
想定税負担
　期間
実績
（a）
税制改正
なし（b）
差a－b（＝c） 害恰c／b
構成変化分i規模変化分 計 構成変化分i規模変化分 計
▲10歳 56年 19，091 18，200 ▲151i1，042891 ▲α8i　5，7 4．9
0歳 56年 17，692 17，085 ▲138i745607 ▲o£i　44 3．6
10歳 56年 16，374 15，918 ▲98i554456 ▲α6i　35 2．9
20歳 56年 15，086 14，741 ▲31i376346 ▲α2i　z6 2．3
30歳 56年 13，868 13，827 ▲40i　8041 ▲α3iα60．3
40歳 49年 12，134 12，348 ▲97i▲117▲214▲α8i▲α9 ▲L7
50歳 39年 9，498 9，842 ▲54i▲289▲344▲α6i▲2。9▲3．5
60歳 29年 6，772 7，104 16i▲348▲332 α2i▲49▲4．7
70歳 19年ら 3，778 3，973 91i▲286▲195 Z3i▲7，2▲4．9
（注）　　2000年度を基準にGD　Pデフレーターで実質化した一世帯あたりのもの
　　　年齢は世帯主年齢
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　一方、税収規模による変化分では、34歳以上の世代に税負担累計額を減
少させる効果、33歳以下の世代で増加させる効果がみられる。そして32～
39歳の世代を除き、税収構成による変化分を税収規模の変化分が凌駕して
いる。
（2）むすび
　本研究の推計結果から、1987～99年度の税制改正によって、各年度にお
ける年齢階層別税負担構成に大きな影響を及ぼし、また各世代の税負担の
累計額にも大きな影響が及んだことがわかった。
　1987、88年度の税制改正において個人所得課税の減税等や消費税の導入
が図られた際、その目的のひとつに世代間の負担の公平化があった。この
世代間の負担を平準化するというねらいの背景には、少子・高齢社会の到
来により負担の増大が予想されるなか、税負担が勤労世代にあまりに偏る
と勤労意欲などにマイナスの影響が出るといった懸念があった。本推計に
おいて、1987～99年度の税制改正が、同一時点における年齢階層別の税負
担格差を縮小し、幅広い世代で税を負担するという目的について、ある程
度達成されたことが明示された。
　しかし、世代間の負担の平準化が、各世代の生涯税負担の平準化を意味
するのであれば、その目的を果たせたとはいえない。逆にまだ生まれてい
ない将来世代を含む若年層の税負担をより重くする一方で、高齢層の税負
担を軽減し、世代間の負担格差を拡大する役割を果たしたという推計結果
となった。ただし、負担格差拡大の要因は、減税政策にあったことも明ら
かになった。主に所得課税のウェイトを軽減し消費課税のウェイトを高め
た税収構成の変化という面に注目すると、世代間の負担格差縮小に貢献し
たという推計結果が得られた。その意味では、当初想定していたであろう
税収中立下での税制改正が続けられていたならば、世代問の負担格差は縮
小していたと考えられる。
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はじめに述べたように、本研究のテーマは各世代の税負担であり、これ
をもって直ちに税制改正の方向を示すことは不可能である。また、社会保
険料を含めた議論も必要になるであろう。だが本研究の目的は、今後の税
制のあり方を考えるに当たり、各世代の税負担に配慮して改革を議論する
際の参考になることを意図している。その意味では、本研究で示された推
計結果は多くの意義をもつ。とりわけ、所得課税から消費課税へという税
収構成の変化が世代問の公平に資する一方、ネット減税は将来世代の税負
担を有していたという結果は、現行の税制を改正できる現在世代にとって、
重要な示唆となるであろう。
　　政府税制調査会「わが国税制の現状と課題」（2000年7月14日）
　　世代会計の内容及び推計結果は、浅羽（1996）を参照。
　　統計上暦年のものしかないケースもある賦その場合は年度に読み替えて処理する。
　　法人課税について、法人は独自の担税力をもち、個人とは別の課税主体と考える
　法人実在説と、法人は個人株主の集合体と考える法人擬制説がある。本研究では基
　本的に法人擬制説の立場だが、日本の法人の実状に鑑み、単に株主のみへの課税と
　するのではなく、従業員や消費者も負担すると想定している。
（5）　総務庁統計局『国勢調査』によると、85年から95年までの10年間で平均世帯人員
　数は3．17人から10．4％減少して2．84人になった。
（6）　法人を介する税には、法人税のように法人所得が課税対象となる税のほか、固定
　資産税のように法人・個人ともに課税対象となる税が含まれる。法人・個人ともに
　課税対象になっている税について、必ずしも法人分がわかるわけではない。そこで、
　一定の前提をおいて法人媒介分を設定している（図表1）。
（7）税収弾性値は考慮せず、GD　Pデフレーターで毎年度実質化して税収の累積効果
　を推計した。
（8）　要因分解にあたり、税収規模による影響の抽出のため、税収規模は税制改正がな
　かった場合と同じ、税収構成については実績と同じケースを想定した。なお、ここ
　では税収構成について、税制改正による分だけを抽出するのではなく、自然増減分
　も含めている。
（9）　本研究では、統計の制約から世帯単位で推計を行なっている。人口と世帯主数の
　関係は、95年における住民基本台帳の年齢階層別人口と国勢調査の年齢階層別世帯
　主数の関係が維持されると仮定している。
（10）　これは、本研究で想定した経済条件のもとで2020年度から政府債務残高がGD　P
　比で定常する水準である。年度ごとのスケジュールは、定率で目標の達成に至るよ
　　うにしている。
（1）
（2）
（3）
（4）
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